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（別紙１の１）

本件敷地の取得費用における宮城県負担額の算出方法について

１ 算出方法の概要

宮城県が国の直轄事業である道路事業及び河川事業の費用として，法定の割合

に従って負担すべきものは，本件敷地の取得費用に加えて，仙台河川国道事務所

及びその管轄区域内の各出張所，東北技術事務所や東北地方整備局の庁舎等の補

修費等が含まれ 国は これらの各費用をまとめて平成２０年度の営繕宿舎費 以， ， （

下 ２０年度営宿費 という を計上しているところ 次の方法により 本件敷「 」 。） ， ，

地取得費用額のうち宮城県が負担すべき金額を算定した。

（平成２０年度分）

本件敷地の取得費用 道路事業分 Ａ ×宮城県負担率 本件敷地の取得費（ ）【 】 （

用 道路事業分 のうち宮城県が負担すべき割合 Ｂ ＝本件敷地の取得費用（ ） ）【 】

（道路事業分）のうち宮城県が負担すべき額【Ｘ】

（平成２０年度分）

本件敷地の取得費用 河川事業分 Ｃ ×宮城県負担率 本件敷地の取得費（ ）【 】 （

用 河川事業分 のうち宮城県が負担すべき割合 Ｄ ＝本件敷地の取得費用（ ） ）【 】

（河川事業分）のうち宮城県が負担すべき額【Ｙ】

【Ｘ】＋【Ｙ】＝宮城県が負担すべき額（道路事業分及び河川事業分）

２ 各計算要素の算出方法等

（ ）【 】， （ ）(1) 本件敷地の取得費用 道路事業分 Ａ 本件敷地の取得費用 河川事業分

【Ｃ】について

本件敷地の取得費用の総額は９億４１４０万３８００円（４０９３．０６平

方メートル）であるが，平成２０年度に支出した額は５億３８２０万円（２３

４０平方メートル分）である（以下「２０年度取得費」という 。。）
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まず，２０年度取得費を，道路事業の事業費からの拠出分すなわち本件敷地

の取得費用 道路事業分 Ａ と 河川事業の事業費からの拠出分すなわち本（ ）【 】 ，

件敷地の取得費用（河川事業分 【Ｃ】とに分ける。）

２０年度取得費につき Ａ と Ｃ との分け方を説明すると これについ，【 】 【 】 ，

ては，①それぞれの事業費に応じて負担する要素，②それぞれに従事する職員

数に応じて負担する要素，③各事業で等分に負担すべき要素（例えば執務室以

外の共有部分など）の三つの要素を，それぞれ等分の重みをもって，すなわち

３分の１ずつの割合をもって考慮することが相当であり，この考慮方法によっ

た場合の各事業の事業費からの拠出分とすべき割合（事業割合）を算出する。

計算式は下記のとおりであり，事業割合は，道路事業≒７３パーセント，河川

事業≒２７パーセントとなる。

（計算式）

道路（河川）事業費 １ 道路（河川）職員数 １

× ＋ ×

道路事業費＋河川事業費 ３ 道路職員数＋河川職員数 ３

１ １

＋ × = 負担割合

２ ３

（道路事業割合）

道路事業費（３１４８６百万円）／道路事業費（前同）＋河川事業費（３

５８９百万円）×１／３＋道路職員数（１８５名）／道路職員数（前同）＋

河川職員数（５２人）×１／３＋１／２×１／３≒０．７３

（河川事業割合）
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河川事業費（３５８９百万円）／道路事業費（３１４８６百万円）＋河川

事業費（前同）×１／３＋河川職員数（５２名）／道路職員数（１８５名）

＋河川職員数（前同）×１／３＋１／２×１／３≒０．２７

２０年度取得費に上記各事業割合を乗じて，本件敷地の取得費用（道路事

業分 【Ａ】と本件敷地の取得費用（河川事業分 【Ｃ】とを算出する。） ）

（本件敷地の取得費用（道路事業分 【Ａ ）） 】

５億３８２０万円×０．７３＝３億９２８８万６０００円

（本件敷地の取得費用（河川事業分 【Ｃ ）） 】

５億３８２０万円×０．２７＝１億４５３１万４０００円

(2) 【Ｂ】について

ア 国は，本件敷地の取得費用（道路事業分）については，他の営繕宿舎費と

区別して宮城県の負担額を算出する作業はしていない。もっとも，道路事業

分についても，２０年度取得費は，２０年度営宿費の一部であることから，

まず２０年度営宿費（道路事業分）のうち宮城県が負担すべき割合を前提と

し，改めてこれを平成２０年度分の本件敷地取得費用額に乗じて，平成２０

年度分の本件敷地取得費用額のうち宮城県が負担すべき金額を試算した。

道路事業と河川事業とでは宮城県負担率が異なることから，２０年度営宿

費を道路事業分と河川事業分とに分けると，道路事業分は４億１８３１万３

０００円（その内訳は別紙１の２の「所要額」欄のとおり ，河川事業分は。）

２億１３６０万２２６６円となる。

イ ２０年度営宿費のうち道路事業分（４億１８３１万３０００円）には，宮

城県負担事業分と仙台市負担事業分とが含まれるので，さらに，宮城県負担

事業分と仙台市負担事業分とに分ける。
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上記の２０年営宿費（道路事業分：４億１８３１万３０００円）の内訳及

び宮城県負担事業分の算出方法は，次のとおりである。

宮城県負担事業・仙台市負担事業の両方の事務を担当する庁舎の営繕費や

職員宿舎の補修・借料等（別紙１の２「宮城県・仙台市負担事業を担当する

組織庁舎の営繕 事務所 仙台東 出 仙台市内に設置される宿舎の補（ ， （ ））」，「

修 借料等 については 宮城県負担事業 仙台市負担事業に係るそれぞれ， 」） ， ，

の道路の長さに応じて按分する。

宮城県負担事業のみ，あるいは仙台市負担事業のみに関する費用は，全額

を宮城県又は仙台市の負担事業分とした（別紙１の２「宮城県負担事業を担

（ （ ） （ ） （ ） （ ）当する組織庁舎の営繕 南三陸 出 ・岩沼 出 ・古川 出 ・気仙沼 出

（ ））」「 （ （ ））」・鳴子 出 仙台市負担事業を担当する組織庁舎の営繕 仙台西 出

「仙台市外に設置される宿舎の補修・借料等 。」）

東北地方整備局及び東北技術事務所の営繕宿舎費の分担金については，そ

れぞれ，所管する東北６県及び仙台市の事業費による按分，道路の管理延長

による按分により，各県（市）に分けている（別紙１の２「東北技術事務所

営繕宿舎費の所要額の分担金 「本局の宿舎費の所要額の分担金 。」， 」）

このように算出した結果，２０年度営宿費（道路事業分）のうち宮城県負

担事業分は３億４７６２万５６１６円（別紙１の２「宮城県分」の合計欄の

金額 となり 仙台市負担事業分は ７０６８万７３８４円 別紙１の２ 仙） ， ， （ 「

台市分」の合計欄の金額 ）となる。」

ウ 別紙１の３のとおり，２０年度営宿費のうち宮城県負担事業分（ただし，

建設機械維持費（１０７万３０００円）を除く３億４６５５万２６１６円）

について，事業種別（道路の改築事業，道路の修繕事業，交通安全施設整備

事業等のカテゴリー。別紙１の３「事業種別」欄）ごとに分けて，それぞれ

の事業種別ごとの拠出額を確定する。その際には，まずは各事業種別ごとに

事業費（当初の予算）全体に占める割合（別紙１の３「Ｈ２０年度当初事業
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費 シェア」欄の額，割合）に応じて分ける。

もっとも，上記の割合は予算編成時に決められるものであり，予算編成の

性質上，維持修繕事業，除雪等については，道路の損傷の頻度及び度合い，

冬期の天候等によって工事件数及び工事量が左右され，それらの正確な予測

が困難なことから，予算超過の事態を回避するため，工事関係費の所要額確

保を優先して按分額から一定の減額を行うなど，各事業種別間で必要な調整

をしている（別紙１の３「直接費必要額との調整による営宿費の減分」欄の

プラス・マイナスの数字を参照 。）

そのほか，沿道環境（改築）事業について見ると，別紙１の３の１番目の

項目 沿道環境 改築 のとおり 平成２０年度の当初予算額は６億６００（ （ ）） ，

０万円で，全事業費に占める割合は３パーセントであり，按分計算した場合

には営繕宿舎費の割当ては１０４０万円となるが，同事業は事業費の予算が

比較的小さいため，工事費を確保する必要性を考慮し，割当てを３５万円減

額する処理をした結果，１００５万円（より正確には，別紙１の３「Ｈ２０

当初営繕宿舎費＜詳細＞」欄記載の１００５万４８４４円）となっている。

このように各事業種別ごとの営繕宿舎費の拠出額を確定した上で，それぞ

（ 「 」 ） ，れの営繕宿舎費の額 別紙１の３ Ｈ２０当初営繕宿舎費＜詳細＞ 欄 に

（ 「 」 ） ，法定の宮城県の負担割合 別紙１の３ 負担割合 欄 を乗じた額の合計と

上記で除外した建設機械維持費（河川，道路の維持管理や災害対策に使用す

るパトロールカーや除雪車等の整備費）１０７万３０００円に法定の負担割

合（１０分の４．５）を乗じた４８万２８５０円の合計１億１５２０万６２

５６円が，宮城県が２０年度営宿費（道路事業分）として負担すべき額とな

る。

仙台市が２０年度営宿費（道路事業分）として負担すべき額についても，

上記と同様の方法で算出すると，２８０１万１７２７円となる。

その結果，２０年度営宿費（道路事業分）のうち国の負担すべき額は２億
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７５０９万５０１７円（４億１８３１万３０００円（全体）－１億１５２０

万６２５６円（宮城県分）－２８０１万１７２７円（仙台市分 ）となる。）

エ 上記ウで算出した国，宮城県，仙台市の各２０年度営宿費（道路事業分）

の負担すべき額の２０年度営宿費（道路事業分）の負担額総額に対して占め

る各割合は，２億７５０９万５０１７：１億１５２０万６２５６：２８０１

万１７２７であり，百分率にすると，ほぼ６５．７パーセント：２７．６パ

ーセント：６．７パーセントとなる。ここで求められた２７．６パーセント

が道路事業についての宮城県負担率【Ｂ】である。

(3) 上記【Ｄ （河川事業についての宮城県負担率）について】

ア ２０年度営宿費のうち河川事業分（２億１３６０万２２６６円）は，全額

宮城県の負担である。

イ ２０年度営宿費（河川事業分）のうち本件に係る支出（１億４５３１万４

０００円）については，仙台河川国道事務所が平成２０年度に実施した主要

な事業である河川改修事業（地方負担率は３分の１）から拠出するのが合理

的であると考えられるから，河川事業についての宮城県負担率【Ｄ】は３分

の１（≒３３．３パーセント）である。

３ 本件敷地の取得費用のうち宮城県が負担すべき額

以上求められた平成２０年度の本件敷地の取得費用 道路事業分 Ａ ３億９（ ）【 】

２８８万６０００円に，道路事業についての宮城県負担率【Ｂ】２７．６パーセ

ントを乗じると，本件敷地の取得費用（道路事業分）のうち宮城県が負担すべき

額【Ｘ】は１億０８４３万６５３６円となる。

また 同じく 平成２０年度の本件敷地の取得費用 河川事業分 Ｃ １億４， ， （ ）【 】

５３１万４０００円に，河川事業についての宮城県負担率【Ｄ】３分の１を乗じ

ると，本件敷地の取得費用（河川事業分）のうち宮城県が負担すべき額【Ｙ】は

４８４３万８０００円となる。
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（計算式）

（ ） 【 】 【 】本件敷地の取得費用 道路事業分 のうち宮城県が負担すべき額 Ｘ ＝ Ａ

×【Ｂ】

３億９２８８万６０００×２７．６パーセント＝１億０８４３万６５３６円

【Ｘ】

（ ） 【 】 【 】本件敷地の取得費用 河川事業分 のうち宮城県が負担すべき額 Ｙ ＝ Ｃ

×【Ｄ】

１

１億４５３１万４０００× ＝４８４３万８０００円【Ｙ】

３

よって，２０年度取得費のうち宮城県が負担すべき額の総額＝【Ｘ】＋【Ｙ】

は，道路事業分１億０８４３万６５３６円【Ｘ】と河川事業分４８４３万８００

０円【Ｙ】との合計１億５６８７万４５３６円となる。

※ 別紙１の２及び１の３の添付省略
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（別紙２の１）

仙台河川国道事務所の法定所掌事務

１ 名取川 釜房ダム管理所の管轄区域を除く 及び阿武隈川下流 宮城県境か（ 。） （

ら下流）のうち，七ヶ宿ダム管理所の管轄区域を除く区間につき，改良工事，

維持修繕その他の管理，洪水予報及び水防警報

， （ 。）２ 蔵王山につき 砂防工事に関する調査 火山噴火対策に資するものに限る

３ 宮城県仙台湾沿岸につき 海岸保全施設 港湾に係るものを除く に関する， （ 。）

工事及び水防警報

４ 一般国道４号，６号，４５号，４７号，４８号及び１０８号につき，改築，

修繕工事及び維持その他の管理

５ 他の河川国道事務所等の所掌事務につき，仙台河川国道事務所の所掌事務に

係る工事の施行上密接な関連のある工事で，国土交通大臣の承認を得たもの

６ 大規模な自然災害の発生により緊急に砂防工事その他の事務を行う必要があ

るときの当該事務
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（別紙２の２）

平成２０年当時の仙台河川国道事務所内の組織及び各組織の業務内容

各課の名称 業 務 内 容

総務課 総務，福利厚生に関する業務

経理課 経理，契約，歳入に関する業務

用地第一課 河川，海岸，道路工事に関する用地業務

用地第二課 道路工事に関する用地業務

工務第一課 河川，海岸に関する事業計画等の業務

工務第二課 道路改築に関する事業計画等の業務

計画課 防災，地域づくり，広報に関する業務

品質確保課 工事発注，検査，新技術活用に関する業務

調査第一課 河川，海岸に関する調査業務及び洪水予報，水防警報

調査第二課 道路に関する調査業務

設計課 道路改築事業に関する調査設計業務，土木営繕に関する

設計業務

河川管理課 河川に関する管理及び維持修繕業務（許認可事務も担当）

道路管理第一課 道路に関する管理業務

（許認可事務，特車申請窓口，道の相談室も担当）

道路管理第二課 道路の維持修繕及び積雪寒冷地対策に関する業務

共同溝課 共同溝事業，道路緑化保全事業，道路改築事業（仙台市

内の道路拡幅）に関する業務

交通対策課 交通安全対策，道路改築事業（仙台市外の道路拡幅）に

関する業務

防災課 防災，機械，電気通信設備に関する業務




